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地域農業再生の論理と展開(完)
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近代化農政のもとで推進されてきたこれまでの大規模大量生産方式の市場
対応型農業の弊害については既に指摘した通りであるが，そのことは市場対
応型農業そのものを否定しているわけはない。現在，過密なまでに都市部に
集中した人口の地方への分散による適正規模の生活都市づくりが推進され，
生活志向型農業や交流型農業を中心とする農産物需給が実現されていくこと
が展望されなければならないが，現に大都市部に人口が集積している以上，
その食と農的環境を可能なi根り整える努力をする必要がある。大規模生産方
式の農業の弊害を可能な限り除去しながら，望ましい生産及び流通システム
なり農的な環境作りを模索しなければならない。農家の自給を中心とし
活志向型農業から都市住民との交流を中心とする交流型農業へと展開する農
業再生のアプローチが農の原点からの巻き誼しによる取り組みであるとすれ
ば，市場対応型農業の再編は近代化操業の現場から望ましいあり方への回帰
の取り組みということができる。
さて，現在の市場対応型農業をどのように再構築していくかであるが，
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本的には，生活芯向型農業なり交流型農業で展開されてきた農業再生の延長
線上に，農業の工業化を手法とするところの経済効率優先主義の近代農業を
軟着陸させる試みになろう。
(1) 農産物生産体制の再構築
農村部での農産物自給運動や都市部での市民農悶作りなどに端を発した食
と農をめぐる様々な運動は，その広がりとともに地場の地域農産物への都市
住民のニーズの増大に応えるために農産物の生産供給体制にも新たな変革を
必要としてきている。集落内での自家菜盟運動への参加農家の拡大，賭辺の
集落への呼び掛け，町村間の提携という形での参加農家の拡大に加えて，
関による野菜作りから闘場による野菜作りへの質的展開が必要になり，拐い
も老人や主婦に加えて専業的な男子農業者の役割が重要になってくる。だ
が，それは有機栽培による自家菜閤作りを止めて化学肥料や農薬に依存した
単品の泣産体制に取り組むことではない。自家菜闘は自家菜悶として維持し
ながら，伝統的な有畜援合経営方式による事機農業を今日的な形でどのよう
に再生していくかである。形態としては，一農家完結型の有蕎援合操業を模
索する方向と，査産農家と耕穂農家との有機的な結合による地域レベルでの
を目指す方向を両極にして，その中間的な多様な形態が考えら
る。工業化により巨大化した既存の単一作物の大規模大量生産が有機農業と
して環境への負荷を掛けない形で可能になるかどうかは，輸入穀物を原料と
する配合館料や薬漬けに依拠することにより可能になった審産の多頭飼育が，
共同体内及び共同体酪の耕種農家との有機的な結合により健全な形でそのま
まの競槙が維持可能かどうかという問題とともに，予断を許さない問題であ
るが，稲作農家と斎産農家間における粒館料・敷料としての稲葉や籾殻と家
畜の糞尿のコンポストとの交換を始めとして，脱工業化に向けた新たな取り
組みが既に始まっており，高度に進歩した現代の科学技術の支援が得られる
ならば，地域レベルでの有畜複合農業を構築することも十分可能であると忠
われる。
このような試みは，山形県高島町に代表される有機農業運動の取り組みと
して既に全国的に姑まっており，宮崎県綾田Iの「有機の里j作り等を始めと
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して自治体レベルでの取り組みも始まっている。また，畜産糞尿のコンポス
ト化による耕種作物への還元の取り組みを中心に，農協と行政が一体となっ
た全県レベルでの有機農業への模索が九州でも鹿児島，熊本両県そ始めとし
て既に始まっている。産地におけるこのような傾向は，東京都にみられるよ
うに，都市部において有機農産物に対する認証制度の取り組みが広がること
によって，一層拍車が掛かっていくものと思われる。都市の事業者や一般世
帯から排出される生ごみを土佐把化して農地に還元するという取り組みも始ま
っており，農村と都市との悶に，農産物の生産と消費に関する大きな循環系
が構築されることに侍れはなっていくであろう。
いま一つ，農産物の生産体制の課題として農産物加工の問題がある。これ
までの論述の過程で、は農産物加工は広い意味で、の農業生産のなかに含めて特
別論述しなかったが，生活志向型農業や交流型農業においては，季節季節の
地域の農産物素材をもとに，漬物や乾物，鰻頭その他の加工食品づくりが農
家の主婦を中心に盛んに行われており，このような農産加工がニつのタイプ
の農業を多彩なものにしている。加工食品づくりは，もともとは生活志向型
農業において余剰な生鮮野菜の処理や保存により農家の食卓を豊かなものに
することを目的としたが，農産物産売所を中心とした交流型農業の展開のな
かで農産物にfす加価値をつけ，販売物を多彩なものにするという目的で取り
組まれるようになってきており，それぞれの地域で地場の素材による多種多
様な加工食品が生産・販売されるようになってきている。蕊売所等で消費者
の支持を得たこれらの加工食品のなかには，郵パックその佑による直販や既
存小売脂への卸へと民間し，それに合わせて生産サイドも単なるグル…プか
ら法人へ，更には農協による組織的な生産販売へと展開を見せているものも
出てきている。農業の 11.5次産業化Jと形容される新たな動きであるが，こ
のような内発的な産業興しは，既存の食品産業と地域の農業のあり方に対し
でも新たな問題を提起してきている。それは地域の食品産業と地域の農業と
の敢離という問題である。地域の食品産業は元来大部分はその地域の農産物
を原料に立地している筈であるが，均一の質の素材の安定的碑保や需要量の
増大などから地域外の原材料に依存する割合が増えてきており，地域の農業
と地域の食品産業との間に講離が生じている。農業生産者サイドとしてはこ
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れらの地域の食品産業がニーズする素材を安定的に供給できる体制を再構築
する必要がある。この問題は単に農業と食品産業の問題に習まらない。地域
の産業にとって要の位龍にある農林水産業全体が，食品加工業や飲食業，観
光業その他の地場産業と有機的な連携をとりながら，地域産業の複合化を推
し進め，産業全体として調和のとれた浮揚を図る必要があるように思われる。
(2) 流通機構の総合的再編
交流型農業の展開による，直売所や観光農園等の生産者と周辺都市住民と
の交流を基礎とする多様な農産物販売の広がりは市場外流通によるものであ
るが，このような市場外流通の広がりは，農業の生産体制だけでなしこれ
までの経詩効率を最盛先した市場流通を農的生活を最優先した多様な流通に
再編し直すことを必要としてきている。
中央市場の争奪をめぐる囲内，国外のニ震の産地開サパイパノレ競争を打破
し，望ましい農産物の市場流通を再構築するために，ここでは以下の基本的
な点について指摘しておきたい。
に，農産物流通の前提となる農産物需給の基本的なあり方についてで
ある。生命系の物繋循環という観点から，農産物の需給は「地産地消JI域産
域消jを建前にしており，俗々の農家や一般家庭における自給を起点にして，
互助互恵システムが機能している生活共同体レベルでの自給，高品形態を媒
介とするところの共同体の域を超えた地域レベルでの自給，都道府県レベル
での自給，間レベルでの自給，更にはアジア地域での自給というように，
畳的な自給システムが構築されなければならない。したがって，現在，政策
となっている食糧自給率の呂標設定も単に掴レベルでの価々の品留の自
給率の稜み上げに留まらず，それぞれの地域における自給率の向上の取り組
みがなされなければならない。取り敢えずは，都道府県レベルでの自給率の
担握と目標額設定(国内産自給率と都道府県内蔵告給率の両方)と達成の為
の方策作りが検討されなければならない。その場合，~然のことながら，市
場を介さない個々の家躍レベルで、の自給やおすそ分けの部分，交流型農業に
よる市場外流通部分も加味された自給率でなければならないことはいうまで
もない。
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図3 自給を織にした燦産物流通の璽腐機進
第二に，現在の市場流通における中央市場一辺倒の農産物流通システムを
改め，それぞれの産地の近接市場を中央市場に鐙先させるということである。
生活志向型農業や交流型農業においては消費者との交流が前提とされること
から地域指環型農業をそのまま体現しているが，市場対応型農業においては
遠隔地の市場を包摂することから，この点の指摘が特に君主要である。このこ
とは，農業生産者サイドが地域の消費者に農産物の安定供給に関し
持つという意味と，中央市場における産地問競争や集荷物の地方市場への転
送といった無用な社会的ロスを無くするという意味の，二重の意味で重要で
ある。市場流通は，多様な市場外流通の展開が展望されるなかにあっても，
これからも農産物流通の根幹をなすべきであり，大都市の消費者の食の供給
路として都市部の中央市場の存在がこれからも重要であることはいうまでも
ない。要は，中央に振り間されないで，身近な地域から消費者に安定的な供
給を図り，その延長に中央市場を位寵づけることである。
に，農業生産者サイドの市場流通の担い手である JAの共販体制につ
いてである。
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農業生産者サイドにおいては従来， J A組織を中心に中央市場志向型の農
産物供給体制がとられ，そのことが地場市場の軽視や市場外流通への自己規
制，組合員独自の多様な販売活動等への規制等となってきたが，近年の輸入
農産物の増大や園内蔵地問競争の激化により国内産地がサパイパノレ競争を強
いられるなかで，中央市場一辺倒の共販体制の再検討を迫られてきている。
共販自体は是としても，中央市場だけでなく地場市場，市場外流通をも視野
に入れる必要があり，組合員独自の販売活動をも包摂した多語的な販売戦略
を，生活共同体内部における農家自体の自給やおすそ分けという交流の本源
的な姿をベースにして，組んでいくことが必要になってきている。
近年では農協組織も朝市の開催や産業祭，イベントとの提携， Aコープの
j吉舗等での組合員持込みの地場野菜や加工品の販売などの取組みを始めてい
るが緒に着いたばかりで，総合的な農産物流通体系の構築に向けた本腰を入
れた取り組みが始まっていると いがたい。我々はその象徴的な事例をA
コープに見ることができる。
Aコープでの農産物の販売は組合員を対象としていることから農産物産売
所や朝市での販売と比べて域内供給という点では質的な展開を遂げており，
農村地域における地域自給の中心的な担い手となる条件を備えている。 Aコ
ープのj吉舗に地場の朝取り青果物が並びそれを補完する形で域外の青果物が
入荷されるならば， J Aという組織が大きいだけに組合員を対象にした域内
供給体制の骨格作りは整うことになるが，実態はそうなっていない。農産物
販売所が地域の消費者にjりする販売所として新たな腿開をみせているにも関
わらず， Aコープは依然として市場を介して入荷した他産地の農産物で占め
られ，組合員農家の主婦達は農協の倉庫やAコープの脂を借りた形で地場野
菜等の販売を持っている。 Aコープが大手スーパ…やデパートの食材売場に
対する強みは，少なくとも農産物については，地場物をまさに生産者の顔が
見える関係のもとで地域の消費者に提供できることにあると思うのだが，そ
のことが自覚されないままに， Aコープがスーパー化しているのは問題であ
る。これでは，大手スーパーが地域の小売届を締め出すように， Aコープの
スーノ\~化により農家自体が地域住民向けの農産物を作らなくなっても何ら
不思議ではない。勿論，地域のAコープによっては届舗のなかに組合員の直
20 
地域段業干写生の論滋と展開(先)
売コーナーを設置しているところも幾っか出てきているが，あくまでもお付
き合い程度の受身的なものでしかない。われわれが描く新鮮な地場野菜や果
物で溢れる地場流通では，先ず伺よりもAコ…プに組合員農家が雑多な地場
の農産物を自由に持ち込めるようなものでなければならない。 Aコープがそ
のような地場ものを主体にしたコープとして生まれ変わり，お立いに不足す
るものを近隣のコープ間で補い合っていくような取り組みの延長上に，県外
の他産地との移出入があるのであって，その逆では本来なかったはずである。
販売所の設置運動をAコープに対する生産と消費の，双方の現場からの問題
提起として正面から受け止め， J AがどのようにAコープの建て蕊しをして
いくかによってその未来が決まると思う。それは決して，既存のスーパ一等
との棲み分けさえすれば良いというものではない。 Aコープとしての存在意
義が問われているといって決して過言ではない。
農産物流通の再繍に関わる今一つの重要な鍵は泊費者生協その他の消費者
グループ・組織との提携にある。現在，都市地域では安全で良質な，本来の
農産物や農的環境を求める生活者のニーズが高まっており，個別的な方策と
して交流の場を求めて農村を訪れる人々が増えるとともに，恒常的な接点を
求めて既存の消費者生協や消費者グル…プへの参加や，新たな組織作りが増
えてきており，提携相手としてJA組織や生産者グループがニーズされてき
ている。農村と都市という，自然及び社会的環境を異にする地域における生
活共同体関の交流のあり方を展望するうえで，個別的な対JiGから組j織的な対
応への展開は不可欠でトあり， J Aと生活協同組合間の提J箆を始めとする多様
な産消提携の広がりが農産物流通の新たな流れを形成していくことにより，
大手商業資本に捕捉された既存の大量流通市場システムの再編の展望が可能
になる。つまり， J A組織は市場流通システムの佑に多様な流通チャンネル
を設定することで市場を相対化し，その従属から開放されることが可能にな
るとともに，商業資本サイドも新たな農産物流通の流れに自らも対応せざる
を得なくなる。このように， Aコープと消費者生協を中心に多様な生産者及
び消費者グループ・組織が相互に提携し，農村と都市の双方において食と農
的環境の望ましいあり方を追求していくことが援要であり，地場の青果市場
や青果物酪，スーパーをも巻き込んだ、形で，各地域に地場野菜や果物の販売
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の場を拡げていくとき，初めて，それぞれの地域は食が豊かな地域になって
いくと思う。
(3) 都市部における生活共同体の再構築と農業・農村
これまで我々は農業・農村サイドから都市に対して農業・農村の再生の為
のアプローチを考察してきた。最後に，都市における生活共同体の再生とい
う視点から農業・農村の再生の意味を明らかにしておこう。
都市においても市民生活の場として小学校の校思や自治会等の閥住地域を
中心とするところの一定のまとまりのある地域社会ニコミュニティが存在す
るが，経済最優先型の社会発展政策が浸透するなかで空純化が進み，行政の
下諾け機関化が進んでいる。都市が市民にとって真に住みよい生活空間とな
っていくためには，このようなコミュニテイを生活共間体として自主的で自
律的なものに再生していく必要がある。地方分権法の施行を自前にして，近
年，市町村ーの総合計闘策定の過程で市民のまちづくりへの参加が求められ，
ワークショップの取り組みがなされているが，市民参加ではなくて市民によ
るまちづくりが本来毘指されるべきであり，そのような受け凪として，校区
や自治会レベルで、の住民組織が本来の主体性を取り庚すべきである。それぞ
れの地域で，自らの誤られた自然資源や社会的資源を多彩な地域住民の英知
を引き出すことによって，創造的な豊かな生活空間作りに活舟していくこと
が必要である。
個々の家庭でできることは家躍で，コミュニティでできることはコミュニ
ティで，自治体でできることは自治体で，というように，生活との密議度が
高い下位の単位から独自な取り組みをし，それぞれのレベルで、解決・実現不
可能な課題を上位に順次繰り上げていくような取り組みが必要である。「私J
と「公」との中間としての「共J(則の欠如が問題であり，生活共同体としての
地域コミュニティの再生が必要である。このことは，地域住民の活力を引き
出し，創造的で縮性ある生活空間を形成していくためには不可欠で、あり，ま
た，今日，肥大化し過ぎて機能麻締(機構的にも財政的にも)を引き起こして
いる自治体行政を再建するためにも選択されざるを得ない方向である。
都市住民の食と農に関する環境作りの問題も，このような豊かな地域コミ
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ュニティっくりの一環として取り組まれるべきであると思う。その際に，地
域の限られた自然と農地と農民の智恵が地域住民の豊かな生活環境づくりに
不可欠であることは論ずるまでもない。
その場合，先ず基本的な視点として確認されなければならないのは，
を単に食料生産・販売という経済活動の場として把えるのではなく，多面的
な価値を有する農が想定されなければならないということである。農が持つ
多面的な儲値・機能は農と菌接接することによってしか享受できない。都市
住民のなるだけ身近なところで農の持つ多面的な髄{践を享受できるような，
農的な環境っくりがなされなければならない。
による農産物の自家生産や加工食品づくりといった生活志向型農業レ
ベノレでいえば，市民農園や学窓農闘，生き甲斐農園等の農との臨接的な係わ
りを求める取り組みや，都市型農業を営んでいる農家との多様な交流が考え
られるし，交流型農業レベルで、いえば，都市近郊農村や川上の農山村等にお
ける地域農産物や加工食品等の蔵接購入，観光農園，グリーンツ…リズム，
農山村留学等々の交流が可能で、ある。既に，これまで述べてきたように，こ
れらの交流を機軸とした農業は，農業・農村サイドから都市へのアプローチ
ではあるが，都市住民サイドからみれば，過密なまでに集離した都市の賠住
空間で健全な生活に少しでも近づくために不可欠なものであり，むしろ，都
市サイドから周辺の農山村に対して，交流型農業が展開できるように積極的
な働きかけがなされて然るべきと思われる。その意味で，食と農に関わる開
題は，突は，農村・農家の符題，農業生産者サイドの問題ではなくて消費者
サイドの問題(21)，都市・市民の生活全般にかかわる問題であるといえる。
(注20) .長奈川秀男氏は務mr地域建築政策jの終I7rrパラダイム転換を求めてjのなか
で，次の~誌に述べられている。
互助，つまり助げ合いを王室視することである。友助は，a:社会保障のように
隠や地方自治体が行う助け合い「公助j，②共肉体(コミュニティ)のなかで行
われる助け合いf共助j，そして③それ以外の親族や友人などの潤での助け合い
「私助Jなどを総称した概念であるが，廃棄物処理!のことを念頭におくと，とり
わけ「共助Jが大事である。
単に助けてもらうだけの「他効jI討えJでなく，互助が議視される社会を蒋
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認識すべきと思う。もちろん，コモンズたるじ則的世界が「私jの自己増殖
を抑制し， r公Jを自治に引き戻す役部をおっているという;間味合いで，現代社
会の仕組み，強いてはわが悶の地域社会システムに関する認識を新たにする必
姿があろう。(長谷川秀努， 248]室。)
(注21)山形県の幾村に在住されている楽図利剣氏の次の指摘は約を得ている。
夜、と同じような農家で，r百姓は際業受止めても食うには照らないJと言った
人がおります。会くその返りであって，日本の段議室がだめになったとしても百
姓は自分は自分で食うものをつくるだろうと思います。つまり，日本のE主義きは
だめになったときに一番後初に凶るのは都市の人間だということを，もっとも
っとやはり都市の人たちが知るべきだというか，そういう発想が生まれてこな
い限り，やっぱり期待できないと思います。(粟防車問日， 177]言。)
おわりに
を商品としての農産物生産に限定し，しかも経済効率性を最優先
してきた農業基本法農政に代わって新たに食料・農業・農村基本法農政が始
まろうとしている。改めて指摘するまでもなしこれからの農政は，農産物
の生産のみならず，農業と農村が社会にたいして有する多面的な傭備をも視
野に入れたものでなければならい。都市と農村の，双方の地域住民がそれぞ
れの地域での生活を豊かにしていくために，地域の農産物を合めた農の多面
的な効用をそれぞれの地域の農業から引き出し，地域開で補いあっていくこ
とが，生命系に関わる産業として農業の特色であり，工業と異なる点、であ
る。
地域住民の生活世界は互助・相互福祉を本来とし，生き物投界の一員とし
て生命系の共生を前提としているが，上述の意味での農的環境はまさに，こ
の生命系の連鎖のなかの一部をなしている。生命系の法則である生態系(エ
コシステム)に反した生命体は淘汰されざるを得ず，生態系に反した農業は
自然の矯正をいず、れ招来せざるを得ない。資本の論理を最優先した従来の
「市場対応型農業Jは生態系を基本にした市場対応型農業に再構成されるべ
きであり，そのためには生活者と農との直接的な交流を基本にした生活志向
型農業や農村と都市との交流をベースにした交流型農業の展開が不可欠で
ある。
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既に行論の過程で明らかなように，この展開の過程において中軸をなす，
農家の農産物自給・おすそ分けから農産物の直売所を介した賭辺泊費者への
販売へという，農村婦人を中心とした取り組みは，一見，R査史を巻き演すよ
うであるが，実は，農業基本法農政による近代的な大規模農育成政策が行き
まり(農の本来の発展方向からの逸脱)をみせるなかで，食の営みを介し
た人間と自然との交流という農の本源に立ち戻り，そこから物を介した人と
人との交流の手段としての商品経済システムを再揖定し，更にその延長上に
市場対応型農業を位罷づけし寵すという，農業再生事業の一環であり，まさ
に農業のレボリュ…ション(仰と言える。勿論，このような農村サイドにおけ
る農業変革の取り組みが，都市サイドにおける社会経済システムの巻き
し，住民自らによる生活の場:生活共同体の再構築から商品経済システム，
資本主義経清システムの再措定という，壮大な社会的大事業を不可欠として
いることは言う迄もない。
(注22) レボリューションについては渡辺務次郎氏の次の指摘がある。
原点、にたちかえることは，必ずしも歴史に逆行するものではない。これまで
の歴史の新たな[~J きは，つねに矧織的運動によって開始されている。「革命j
Revolutionという言葉の原義はまさに「原点への回帰ゴである。
(渡辺善次郎， 113真。)
朋諮は撲なるが， inverse(めくり返す)に関する玉野井芳郎氏の次の指摘も，歴史
的変革を理解するJ二で合議がある。
王子和を確保するためには，現在の体制の枠を変えていかなければならないの
は当然のことですけれど，それは従来の変革方式で，外からこわしたりすると
いうのではなしに，イリイチ流にいうなら，内部からめくり返す， invers巴ず
るというかたちで{水制をのりこえていくよりタ十にはない。
(三E野子二|ニ芳郎， 196頁。)
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